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1 グリーントランスフォーメーション（GX）計画

GX法(2023.5)

出典：[1] 第1・9節／[4] GX経済移行債

10年間の官民投資

150兆円超
年平均では15兆円超

人口で均等に割ると

3人世帯で360万円

150兆円 ÷約1.25億人 × 3人

国民負担の検証がなされていない
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2. メディアが「気候危機」説を浸透させた

出典：[1] 第2節、pp.3–5（著者の分析）

繰り返される危機の物語

「気候危機」説を報じ、

「脱炭素を急ぐべきだ」

という認識を広める

物語への同調圧力

費用を問うと、

「環境に後ろ向き」とされる

「政治的正しさ」が、費用を問う議論を排除
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New Orleans, 2005
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3. 官邸主導で国の方針を転換

出典：[1] 第3節、pp.5–6／[2] 環境白書

2020年10月26日

菅首相が

2050年実質ゼロを

宣言

従来：2050年80％削減

欧州などが

CO2ゼロを掲げ、

日本も目標を引き上げた
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4. 行政① 官邸主導で行政は「GX政策」に転換

出典：[1] 第4節、p.7／[3] エネルギー基本計画

2021年 菅政権

2030年の削減目標

26％から46％へ引上げ

（いずれも2013年度比）

再エネ比率は36～38％へ

2022年 岸田政権

GX実行会議を設置

巨額の官民投資を政策の柱に

全省庁が脱炭素政策へ
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5. 行政② GX推進法(2023.5)で行政が拡大

出典：[1] 第5節／[4] GX経済移行債／[6] GX推進機構

政府の投資支援

20兆円規模

GX経済移行債で資金を調達

GX推進機構

炭素賦課金の徴収

排出量取引制度の運用

金融支援等を担う

行政の予算・組織・権限が拡大
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6. 財界 費用を警戒する側からGX推進へ

出典：[1] 第6節、pp.8–9／[5] 経団連（2020年12月）

2009年 脱炭素に反発 2020年 脱炭素を支持

競争力低下と

産業空洞化を懸念

経団連チャレンジ・ゼロ

国費・税制での支援を要望

企業は政府支援を求め、脱炭素事業に参入
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7. 政治 オール与党体制

出典：[1] 第7節、pp.9–11（原典執筆時の整理）

議員連盟

再エネや水素の議員連盟が

支援策・制度整備を後押し

オール与党の支持

脱炭素や再エネ拡大を

ほぼ全政党が支持

（反対は参政党、日本保守党）
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8. 政官財とメディアの利権構造が確立する

出典：[1] 第8節、pp.12–13（著者の分析）

政治

業界との関係

“環境に良い“

行政

予算 組織

権限

企業

補助金・事業

メディア

広告・セミナー

脱炭素推進言説

利権構造が確立し、自己強化されてゆく
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9. 巨額の費用が議論から抜け落ちる

出典：[1] 第9節、pp.13–14（著者の分析）

政府「GXは成長投資」

という

レトリック

経済負担の検証が欠落
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10. 国の経済が損なわれる

出典：[1] 第10節、p.14（著者の分析）

受益は特定の企業や組織に

「各々は得」だが「国全体としては損」

「特殊利益」が優先され「一般利益」が損なわれる
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国全体の費用対効果を問うべきだ

出典：[1] 第10節、p.14の問題提起に基づく

誰が、いくら負担するか

家計と企業の負担を示す

政治が、特殊利益を超え、脱炭素政策を縮小・廃止する判断を
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急進化した環境運動が日米欧の政治を乗っ取った

赤から緑へ

リベラルのアジェンダ

宗教⇒共産主義⇒温暖化運動

危機メディア

危機リーダー

反資本主義

ポリコレ

環境利権

社会計画、経済統制

規制、税、世界政府、国連

観念界

計画界

利権界

行政利権

御用学者
気候危機物語

気候危機物語

エリート支配

「気候危機物語」に
権力と金が便乗した
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どうなれば変わる

官僚は自らを変えられない（無謬性）。

政治から（再び）変わるしかない

・与党からの指示（但し 自民党にも利権）

・野党からの圧力（但し 野党にも利権）

・官邸からの指示 (前例あり）

・米国からの圧力 (前例あり）
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